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一般に，Public Private Partnership (PPP) 事業の契約は，対象とする期間が長期に及ぶために不完備なも
のとならざるを得ない．その結果，契約の締結時に予測していなかった事態が発生した場合には，再交渉

によって対処していくことになる．本研究では，将来的な再交渉の発生を想定した民間事業者の入札行動

について，ゲーム理論を用いたモデル化を行った．その際に，グローバル・ゲームの概念を用いることで，

官民が認知する事業リスクにそれぞれ不確実性が存在する不完備情報下での均衡解の精緻化を行った．こ

れにより，民間事業者は観測したリスクに対して閾値戦略をとることで投資水準を決定することが示され

た．この結果は，事業者の最適な投資水準について複数均衡が成立するとしてきた情報完備ゲームの結果

とは異なるものであり，政府が観測した事業リスクのもつ不確実性を十分に認識していないとき，高水準

の投資を行う事業者の存在を期待して事業料金を設定したはずが，実際には低い投資水準を選択する事業

者しか入札に参加しない危険性があることを示唆している． 
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1.	
 はじめに 

	
 近年，政府の財政的な制約とインフラ需要の間のギャ

ップを埋めるための方法として，Public Private Partnership 

(PPP) に対する期待が高まっている．これは，公共事業

に民間事業者のもつ資金調達や事業運営のノウハウを活

用しようとするものであり，国内外の様々なプロジェク

トにおいて導入が推進されている．しかしながら，PPP

に対して寄せられる期待の大きさと比べ，その方法論が

十分に確立されているとは言い難い．実際，事業開始後

に事業者が撤退するケースや，契約内容よりもはるかに

多額の公的資金が投入されるようなケースも見られる． 

こうした事態が生じる大きな要因としては，PPP スキ

ームを用いた事業の契約期間の長さが挙げられる．もち

ろん，これ自体は事業者の自由度を高めることにつなが

り，民間の創意工夫を引き出すという PPP 事業本来の目

的に適っている．しかし同時に，契約締結の段階では将

来的に発生しうる出来事とその対応を詳細に記述するこ

とが困難なことを意味するとも言える．実際に事業開始

後に契約で規定されないような事態が発生した際には，

政府と民間事業者との間で再交渉を実施していくことに

なるが，この再交渉の存在により様々な問題が引き起こ

されることが指摘されている． 

	
 こうした事態を受け，近年では ad hoc 的に失敗事例を

調査するだけではなく，多くの事例を体系的に分析した

実証研究や，モデルを用いて再交渉が社会的非効率性を

もたらす一般的なメカニズムを解明するような理論研究

が盛んに行われるようになってきた．これらの研究が指

摘するのは，将来的な再交渉を予想した政府や事業者が，

契約時に機会主義的な入札行動を行うということである．

PPPにおいては政府と事業者が「パートナーシップ」を

発揮して解決に当たることが本来の姿勢であり，以上の

問題を解決する必要があるのは言うまでもない．一方で，

仮に適切な制度設計によって互いに協力的な姿勢を示す

ような関係が構築できていたとしても，再交渉に係る懸

念が完全に無くなるわけではない．本研究が扱うのは，

互いに相補的な関係が成立していることを前提として，

事業期間に発生が予想されるリスクの大きさに対する認

識が関係主体間で十分に共有されていない状況である．

実際，官民間のリスクに対する認識の不一致が不用意な

再交渉を引き起すような事例も観測されている． 

以上を踏まえ，本研究では将来的な再交渉の発生を想

定した民間事業者の入札行動について，ゲーム理論を用

いたモデル化を行う．その際に，グローバル・ゲームの

考え方を用いることで，官民の認知する事業リスクにそ

れぞれ不確実性が存在するような情報不完備ゲームにつ

いて，民間事業者の入札行動を分析する． 
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2.	
 契約の不完備性とグローバルゲーム 

 

(1)	
 契約の不完備性	
 

	
 PPPに期待される重要な役割は，資金調達や事業運営

に関して民間のノウハウを活用することで，事業の

Value for Money (VfM) を高めることである．しかしこれ

はまた，完全な民営化とも異なる．それは，PPP 事業に

おいて高い VfM を生み出している源泉が，単に民間事

業者の効率性だけではなく，官民の間における適切なリ

スク分担にあるという点においてである．要は，事業リ

スクの中には官側がより効率的に対処できるものが存在

するということだ．それらを公的機関のもとに残しつつ，

民間事業者は各自が得意とする領域でリスクへの対策を

講じるというのが，PPP の基本的な考え方である．すな

わち，PPP スキームがその効果を最大限に発揮するため

の鍵は官民の間での適切なリスク分担にあると言える． 

	
 ところが，PPP 事業には契約期間が長期にわたるもの

が多く，これが官民の間でリスクを分担する際の障壁と

なっている．PPPを用いた場合の事業期間は，平均的な

もので20年から30年，長いものでは100年近くに及ふケ

ースもある．そうした事業に関して，将来的に発生しう

る事象やその処理方法を，契約上に全て記述するのは極

めて困難である．契約のもつこうした性質を不完備性と

いい，不完備性をもった契約のことを不完備契約と呼ぶ．

これによって，契約時に将来的な事業リスクを予測し，

それらを適切に分担することが困難となるのである． 

	
 不完備契約下でのリスク分担の方法や，その課題を扱

った研究としては，大本ら1)の研究や大西ら2)の研究を挙

げておく． 

 

(2)	
 再交渉問題	
 

	
 契約に不完備性を有するような事業において，実際に

想定外の事態が発生した場合，必要に応じて政府と民間

事業者の間で再交渉を実施していくこととなる．しかし

ながら，再交渉の存在によってPPP事業の本来の目的で

ある効率性が阻害される事例が数多く報告されている．

PPP事業における再交渉の発生状況については，Guasch3)

がラテンアメリカで実施された1,000以上の事例を分析

し，その原因と対策の整理を試みている．また，

Makovsekら4)はこうした研究に基づき，再交渉が発生す

るメカニズムをより系統的に分析している．Makovsekら

は再交渉の発生要因を，「個々の事業に固有なもの」か

「事業が置かれる外的な環境に起因するもの」，あるい

は「制度や技術の未熟さによって引き起こされるもの」

か「意図的な行動によって引き起こされるもの」，とい

う2つの軸によって，計4系統に分類して分析を行ってい

る（図１）． 

Endogenous�

Exogenous�

Objective 
(Technocratic)�

Subjective 
(Political)�

Management performance 
and coordination, 
Construction risk, Supply 
contract risks. 
 
(Organization theory, 
Engineering)�

Winners curse, 
Opportunism, Strategic 
misrepresentation. 
 
 
(Contract/Game theory, 
Transaction cost theory)�

Economic down-turn, 
Change in demand 
patterns, Change in 
institutional environment. 
 
(Institutional theory, neo-
classical theory)�

Public sector opportunism, 
Principal-agent problems. 
 
 
 
(Public choice theory, 
Political science)�

 
図１	
 Makovskら4)による再交渉の原因と研究分野の分類	
 

	
 このうち図の右側に位置するもの，すなわち関係主体

によって意図的に引き起こされる要因については，モデ

ルによる理論的な研究が数多く行われてきた．例えば大

西ら5)は，民間事業者の機会主義的な入札行動がもたら

すホールドアップ問題や，プリンシパルエージェント関

係に伴うモラルハザードについて，理論的な観点から分

析を行ったうえで，その対策としての契約のあり方を検

討した．また，政府の機会主義的な再交渉政策に起因す

る緩い予算制約についても，Ho6)によってゲーム理論を

用いたモデル化が行われている．これらはつまり，官民

が互いに協力することが社会的に効率性であることが明

らかにもかかわらず，双方が協力状態から積極的に離脱

するインセンティブを持つような状況を想定している．

本来PPP事業の利点は官民が協力してリスク分担をする

ことから生まれるので，これらの問題を解決して両者の

間にパートナーシップを構築することは不可欠である． 

	
 しかし，仮に適切な制度設計によって双方の機会主義

的行動の余地を小さくし，互いに協力的な姿勢を示す状

況が実現できたとしても，再交渉に係る懸念を完全に払

拭できたわけではない．これはあらゆる再交渉の可能性

を排除すべきだという意味ではなく，事業開始後に図１

の左下に示すようなリスクが発生した場合には，再交渉

によって解決を図る必要がある．例えば，追加的に発生

した資金需要の大きさに応じて政府が補助金を支払うよ

うに，再交渉の仕組みを事前に取り決めておくことが考

えられる．これは，民間事業者にとってPPP事業に積極

的に投資を行う後押しとなる．だが，ここで問題となる

のは，こうしたリスクに対する認識が関係主体間で十分

に共有されているとは限らないということである．実際，

官民間のリスクに対する認識の不一致が不用意な再交渉

を引き起こす事例も報告されている．しかしながら，こ

うした関連主体間での状況認識のずれを考慮に入れて，

モデル化を行った例は少ない． 

	
 よって以下では，将来的な再交渉の発生を想定した民

間事業者の入札行動について，ゲーム理論を用いてモデ

ル化を行っていく．特に，官民の認知する事業リスクに

それぞれ不確実性が存在するような情報不完備ゲームに

おいて，民間事業者が行う入札行動を分析する． 

第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 2712



 

  

(3)	
 グローバルゲーム	
 

	
 以下では，簡単な例を用いてグローバルゲームの基本

的なメカニズムを説明する．まず，2人のプレイヤー

（i =1, 2）が表１のような利得行列を持つ戦略型ゲーム

を行うものとする．ここで，ρはゲームのファンダメン

タルズであり，プレイヤー iはこの値を私的情報ρiとし

て観測する． 

表１	
 各プレイヤーの戦略の組み合わせと利得	
 

2�

X� Y�

1�
X ρ� ρ� ρ� 0�

Y� 0� ρ� 4� 4�  

(a)	
 情報完備ゲームの場合 

	
 まず，各プレイヤーが観測するファンダメンタルズに

誤差がない情報完備ゲームを考える．このとき

ρ1 = ρ2 = ρであり，ファンダメンタルの大きさに応じ

た純粋戦略ナッシュ均衡は次のようになる．ここで，純

粋戦略ナッシュ均衡とは，他のプレイヤーの戦略を所与

としたときに，自らの戦略を変更することでより高い利

得を得ることができないような戦略の組み合わせをいう． 

(A) ρ ≤ 0のとき 

純粋戦略の組 Y,Y( )が唯一のナッシュ均衡となる． 

(B) 0 ≤ ρ ≤ 4のとき 

2つの純粋戦略の組 X, X( )および Y,Y( )がナッシュ
均衡となる． 

(C) 4 ≤ ρのとき 

純粋戦略の組 X, X( )が唯一のナッシュ均衡となる． 

	
 以上より，0 ≤ ρ ≤ 4の範囲では複数均衡が発生し，

各プレイヤーは互いに相手の戦略を予測した結果に基づ

き自らの戦略を決定する． 

(b)	
 情報不完備ゲームの場合 

	
 次に，両者が観測するファンダメンタルズの値に誤差

がある情報不完備ゲームを考える．このとき，各プレイ

ヤーが観測するファンダメンタルズの値ρiにはそれぞ

れ誤差項εiが含まれており， 

ρ1 = ρ +ε1   ρ2 = ρ +ε2  (1) 

と表される．ただし，誤差項εiはいずれも −ε,ε"
#

$
%の一様

分布に従い，これは両者の共有情報とする． 

	
 今，プレイヤーiは，自身が観測した私的情報ρiをも

とに最適反応戦略σ ρi( )を決定する．ここで重要なのは，
プレイヤーiは誤差項εiおよびε jの分布に関して情報を

有しているため，自らが観測した私的情報ρiに対して

相手の観測値ρ jを予測しようとするということである．

グローバルゲームを用いると，このゲームにおける各プ

レイヤーの最適反応戦略は，ファンダメンタルズの大き

さに応じて以下のようになる（証明は付録を参照）．  

(A) ρ ≤ 0のとき 

σ ρi( ) =Y となる．すなわち，純粋戦略の組 Y,Y( )
が唯一のナッシュ均衡である． 

(B) 0 ≤ ρ ≤ 4のとき 

σ ρi( ) = s 2[ ]i
ρi( ) =

X ρi ≥ 2( )

Y ρi ≤ 2( )

#

$
%

&
%

 (2) 

である．ただし， s ki[ ]i
ρi( )は閾値戦略を表してお

り，観測した私的情報ρiがkiと比べて大きいか小

さいかで戦略を切り替えることを意味する． 

(C) 4 ≤ ρのとき 

σ ρi( ) = X となる．すなわち，純粋戦略の組 X, X( )
が唯一のナッシュ均衡である． 

	
 以上より，情報不完備ゲームではρi = 2を境に戦略を

切り替えており，情報完備ゲームで複数均衡が存在した

範囲においても均衡が唯一に定まることがわかる． 

	
 なお，Carlsson and van Damme (1993) によって，誤差項

の分布の幅が十分に小さいとき（ε→ 0），選択される

戦略の組がリスク支配均衡となることが明らかにされて

いる7)．ここで，リスク支配均衡とは，均衡から一方

的に離脱することによって生じる各プレイヤーの損失の

積が最も大きい，すなわち均衡から離脱することに伴う

リスクが最大となるような均衡である． 

 

3.	
 モデルの定式化	
 
	
 

(1)	
 モデル化の概要	
 

ここでは，コンセッション方式によるPPP事業を，ゲ

ーム理論によってモデル化して行く．全体としては図2

の流れに沿って事業が進行していくものと考え，そのう

ち特に④の入札価格の決定までをモデル化の対象とする． 

①	
 はじめに，政府は事業全体の制度設計を行う．リスクが顕在化し

た場合の再交渉等の対応方法についても，基本的な枠組みはここ

で決定する． 

②	
 次に，政府は事業に関して事前調査を行い，その結果をもとに自

らの投資水準と公共サービスの利用料金を決定する． 

③	
 そのうえで，政府は事業概要を公表し，事業者を公募する． 

④	
 事業者は，公募の内容をもとに事業の収益性を予測し，自らの利

益が最大となるように投資水準と入札価格を決定する． 

⑤	
 最も高い入札価格を示した事業者が事業を落札し，政府と調整の

上で契約内容を確定して事業の運営を開始する． 

⑥	
 事業期間中に，契約時には想定しなかった資金需要が発生する場

合がある．その際は，事業者は政府との間で再交渉を行い，リス

クの深刻度と自らの交渉力に応じて収益の一部を回収する． 

⑦	
 事業が終了し，各主体の最終的な収益が確定する． 

図２	
 事業の流れ	
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(2)	
 利得構造	
 

以下では，事業者と政府がそれぞれ投資水準eS，eG 	
 

を決定する際に用いる目的関数として，期待利得π Sお

よびπGをモデル化していく．本来，投資水準eS，eGは

連続的に変化させ得る変数であるが，ここでは簡単のた

め，それぞれ2種類の選択肢 eS = eSH ,eSL( ) および
eS = eGH ,eGL( )から選ぶものとする．ただし，Hは高い

投資水準を，Lは低い投資水準を表し，これらの投資は

事業リスクの顕在化に伴う資金需要ρを軽減する効果を

もつものとする．なお，この投資にはそれぞれの水準に

応じて費用CS = CSH ,CSL( )，CG = CGH ,CGL( )が発生す
ることになる．以上を踏まえ，事業者と政府が投資水準

としてeSi，eSjを選択した際の !ρ は， 

!ρ = ρ − ρij   (3) 

と表す．ただし，リスクが顕在化する確率をθとして，

以下の条件①〜③が成立することを仮定する． 

①	
 高い投資水準を低い投資水準よりも大きな投資費用

を要する． 

CSL <CSH  CGL <CGH   (4) 

②	
 高い投資水準を選択する主体の数が多いほど，リス

ク削減のための投資効果は高まる 

ρLH = ρHL = ρ1	
 	
 ρHH = ρ2   (6) 

③	
 高い投資水準を選択する主体の数が多いほど，社会

的効率性は高まる． 

θρ2 − CSH +CGH( ) >θρ1 − CSL +CGH( ) > − CSL +CGL( )
θρ2 − CSH +CGH( ) >θρ1 − CSH +CGL( ) > − CSL +CGL( )

"
#
$

%$
 (5) 

	
 いま，事業者や政府が行う投資はリスクの顕在化によ

る資金需要を軽減するためのものであり，事業の成果と

しての公共サービスの質自体に影響を及ぼすものではな

い．よって，事業者と政府の事業収益SおよびGはそ

れぞれ，公共サービスの利用料金 pの関数として表す

ことができる．公共サービスの需要関数q p( )を 

q p( ) = p0 − p

a
	
 	
 0 ≤ p ≤ p0

  (7) 

とすれば，事業者の収益Sは利用料金と需要量の積で 

S =
p p0 − p( )

a
	
 	
    (8) 

と表される．また，政府の収益Gは公共サービスが利

用可能であることによる便益を金銭価値で表したものと

すれば，サービスの需要量と正の相関があるので，  

G =
p0 − p( )2

b
	
 	
    (4) 

とおく． 

	
 事業開始後，確率θ で追加的な資金需要 !ρ が発生す

るため，これに対して再交渉が行われ，事業者と政府と

の交渉力に応じて事業者の負担割合αが決定される．た

だし， αの値は両者にとって共有の情報である．また，

政府が事業者より先に撤退を行わないためには，事業者

の収益がゼロとなるときに，政府の収益が非負であるこ

とが必要である。よって， 

G − 1−α( )ρ ' > 0 S −αρ ' = 0   (9) 

すなわち， 

α > S S +G( )    (10) 

となる．いま，再交渉の内容については，事前に以下の

ように取り決めがなされているものとする． 

(A) 追加的な資金需要が小さく，事業者が自力で事業を

継続できる場合（S −αρ ' > 0）． 

事業者と政府の期待利得はそれぞれ次式で表せる． 

π S,πG( ) = S −CS −θαρ ',G −CG −θ 1−α( )ρ '( )  (11) 

(B) 追加的な資金需要が大きく事業者は自力では事業を

継続する誘引を持たないが，事業全体の収益は非負

であり，政府が補助金を払ってこれを継続させるこ

とが可能な場合（S −αρ ' < 0，S +G > ρ '）． 

政府は事業者が事業を継続する誘引をもつ最大の負

担額RSを負担させる．事業者と政府の期待利得は

それぞれ次式で表せる． 

π S,πG( ) = 1−θ( )S −CS,G −CG −θ ρ '− S( )( )  (12) 

(C) 追加的な資金需要が極めて大きく事業を継続するこ

とが社会的に非効率的である場合（S +G < ρ '）． 

事業者と政府の期待利得はそれぞれ次式で表せる． 

π S,πG( ) = 1−θ( )S −CS, 1−θ( )G −CG( )  (13) 

以上をもとに，各事業主体の利得を表１に整理した． 

表２	
 ゲームの利得構造	
 

	
��

�
�
��

eSH

eSL

eGH eGH

ρ ≤
S

α
+ ρ2

S −CSH −αθ ρ − ρ2( ) S −CSH −αθ ρ − ρ1( )G −CGH − 1−α( )θ ρ − ρ2( ) G −CGL − 1−α( )θ ρ − ρ1( )

ρ ≤
S

α
+ ρ1

S

α
+ ρ2 < ρ < S +G + ρ2

S

α
+ ρ1 < ρ < S +G + ρ1

S +G + ρ2 < ρ S +G + ρ1 < ρ

1−θ( )S −CSH

1−θ( )S −CSH

1−θ( )S −CSH

1−θ( )S −CSL

1−θ( )S −CSL

1−θ( )S −CSL

1−θ( )S −CSL

S −CSL −αθ ρ − ρ1( ) S −CSL −αθρG −CGH − 1−α( )θ ρ − ρ1( ) G −CGL − 1−α( )θρ

ρ ≤
S

α
+ ρ1 ρ ≤

S

α

S

α
+ ρ1 < ρ < S +G + ρ1

S

α
< ρ < S +G

S +G + ρ1 < ρ S +G < ρ

1−θ( )G −CGH 1−θ( )G −CGL

1−θ( )G −CGH 1−θ( )G −CGL

1−θ( )S −CSH

G −CGH −θ ρ − ρ2 − S( ) G −CGL −θ ρ − ρ1 − S( )

G −CGH −θ ρ − ρ1 − S( ) G −CGL −θ ρ − S( )
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 なお，以下では簡単のため， 

π S eSi,eGj( ) = π Sij

πG eSi,eGj( ) = πGij

  (14) 

と表記する． 

 

3.	
 均衡解の導出	
 
	
 

(1)	
 最適応答戦略の決定	
 

(a)	
  事業リスクに関する認知誤差を考慮しない場合	
 

	
 まず，事業者と政府の間でリスクに間する情報に誤差

がない場合を考える．すなわち， 

ρS = ρG = ρ   (15) 

であると仮定する． 

	
 いま，このゲームの純粋戦略ナッシュ均衡を求める．  

(A) 事業者と政府がともに高い投資水準を選択すること

が純粋戦略ナッシュ均衡となる場合． 

このとき， 

π SHH > π SLH

πGHH > πGHL

!
"
#

  (16) 

であることが必要十分条件となる．よって， 

ρ ≤
S

α
+ ρ2 −

CSH −CSL

αθ
  (17) 

のとき，事業者と政府がともに高い投資水準をする

ことが純粋戦略ナッシュ均衡となる．これを均衡解

Aとする． 

S α S α + ρ2 S +G + ρ2S +G

π SHH −π SLH

πGHH −πGHL

ρ

S +G + ρ2 −
CGH −CGL

θ

S α + ρ1 S +G + ρ1

S

α
+ ρ2 −

CSH −CSL

αθ

 
図３	
 均衡解の導出(A)	
 

(B) 事業者が低い投資水準，政府が高い投資水準を選択

することが純粋戦略ナッシュ均衡となる場合． 

このとき， 

π SLH > π SHH

πGLH > πGLL

!
"
#

  (18) 

であることが必要十分条件となる．よって 

ρ2 − ρ1 ≤ S +G −
S

α
+

CSH −CSL −α CGH −CGL( )
αθ

 (19) 

ならば，事業者が低い投資水準，政府が高い投資水

準を選択するような純粋戦略ナッシュ均衡解が存在

し，その範囲は 

S

α
+ ρ2 −

CSH −CSL

αθ
≤ ρ ≤ S +G + ρ1 −

CGH −CGL

θ
 (20) 

である．これを均衡解Bとする． 

S α S α + ρ2 S +G + ρ2S +G

π SLH −π SHH

πGLH −πGLL

ρ

S +G + ρ1 −
CGH −CGL

θ

S α + ρ1 S +G + ρ1

S

α
+ ρ2 −

CSH −CSL

αθ

 
図４	
 均衡解の導出(B)	
 

(C) 事業者が高い投資水準，政府が低い投資水準を選択

することが純粋戦略ナッシュ均衡となる場合． 

このとき， 

π SHL > π SLL

πGHL > πGHH

!
"
#

  (21) 

であることが必要十分条件となる．しかし，これは

交渉力の条件より成り立たない．よってこのような

均衡が発生することはない． 

S α S α + ρ2 S +G + ρ2S +G

π SHL −π SLLπGHL −πGHH

ρ

S +G + ρ2 −
CGH −CGL

θ

S α + ρ1 S +G + ρ1

S

α
+ ρ1 −

CSH −CSL

αθ

 
図５	
 均衡解の導出(C)	
 

(D) 事業者と政府がともに低い投資水準を選択すること

が純粋戦略ナッシュ均衡となる場合． 

このとき， 

π SLL > π SHL

πGLL > πGLH

!
"
#

  (22) 

であることが必要十分条件となる．よって， 

S +G + ρ1 −
CGH −CGL

θ
≤ ρ   (23) 

のとき，事業者と政府がともに低い投資水準をする

ことが純粋戦略ナッシュ均衡となる．これを均衡解

Dとする． 

S α S α + ρ2 S +G + ρ2S +G

π SLL −π SHL

πGLL −πGLH

ρ

S +G + ρ1 −
CGH −CGL

θ

S α + ρ1 S +G + ρ1

S

α
+ ρ1 −

CSH −CSL

αθ

 
図６	
 均衡解の導出(D)	
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 いま，  

ρ2 − ρ1 ≥ S +G −
S

α
+

CSH −CSL −α CGH −CGL( )
αθ

 (24) 

のとき均衡Aと均衡Dが複数均衡になるが，これは均衡

解Bが存在しない条件と一致する．複数均衡が成立する

とき，事業者と政府は互いに相手と同じ戦略を選ぶこと

で高い期待利得が得られるので，入札時に政府の戦略を

どのように予測しているかで事業者の選択が決まる． 

	
 以上より，外部要因である事業リスクρに対して利用

料金 pを設定すると，均衡戦略がそれらの組み合わせに

よって決定されることがわかった．これをρ − p平面上

に表したものが図7である．事業リスクが大きくなると，

両主体とも低い投資水準を選択する傾向にあり，一部均

衡解Aと均衡解Dが複数均衡となる領域が存在する． 

p

ρ

eS = eSL

eG = eGL

!
"
#

��
	��

	

�
�
�
�

eS = eSL

eG = eGH

!
"
#

eS = eSH

eG = eGH

!
"
#

ρ =
R p( )
α

+ ρHH −
CSH −CSL

αθ

ρ = R p( )+ S p( )+ ρLH −
CGH −CGL

θ

ρ =
R p( )
α

+ ρ1

ρ = R p( )+ S p( )+ ρ1

 

図７	
 認知誤差を考慮しない場合の均衡解の様子	
 

 (b)	
  事業リスクに関する認知誤差を考慮する場合	
 

	
 次に，事業者と政府の間でリスクに間する情報に誤差

がある場合を考える．このとき，事業者と政府が認知す

るリスクをそれぞれ 

ρS = ρ +εS  ρG = ρ +εG  (25) 

と書き表すものとする．ここで，εSとεGは互いに独立

な誤差項であり，その確率分布関数が −ε,ε"
#

$
%の範囲で一

様分布に従うとする．このとき，確率密度関数と確率分

布関数はそれぞれ， 

f ε( ) = 1

2ε
  (26) 

F ε( ) = ε −ε
2ε

  (27) 

と書ける． 

	
 いま，事業者と政府は誤差項の確率分布に関する情報

を有しており，それを踏まえて自身が観測した事業リス

クに応じた投資戦略を決定する．ここで，事業者と政府

がそれぞれ事業リスクρS，ρGを観測した場合の両者の

最適戦略をσ S ρS( )およびσG ρG( )とおく．さらに，事
業リスクρSを観測した事業者にとっての，政府が高い

投資水準eGH を選択するという主観確率を 

Pr σG = eGH ρS( )   (28) 

と表し，事業リスクρGを観測した政府にとっての，事

業者が高い投資水準eSHを選択するという主観確率を 

Pr σ S = eSH ρG( )   (29) 

とすると，事業者の各投資戦略に対する期待利得は， 

π S eSH ρS( ) = Pr σG = eGH ρS( )π SHH

+ 1−Pr σG = eGH ρS( )( )π SHL

π S eSL ρS( ) = Pr σG = eGH ρS( )π SLH

+ 1−Pr σG = eGH ρS( )( )π SLL

"

#

$
$
$

%

$
$
$

 (30) 

と書ける．また，政府の期待利得も同様にして， 

πG eGH ρG( ) = Pr σ S = eSH ρG( )πGHH

+ 1−Pr σ S = eSH ρG( )( )πGHL

πG eGL ρG( ) = Pr σ S = eSH ρG( )πGLH

+ 1−Pr σ S = eSH ρG( )( )πGLL

"

#

$
$
$

%

$
$
$

 (31) 

と表すことができる． 

	
 これらを用いて，事業リスクを私的情報として観測し

た事業者と政府が，互いに相手の観測値をどのように予

測するかを考える．誤差項が −ε,ε"
#

$
%の範囲で一様に分布

することから，事業者が事業リスクとしてρSを観測し

たとき，実際の事業リスクρの事後的な確率密度関数は

ρS −ε,ρS +ε"
#

$
%の範囲で以下の一様分布に従う． 

  fS ρ ρS( ) = 1

2ε
  (32) 

	
 ここで，実際の事業リスクがρであったとして，政府

の観測値にも −ε,ε"
#

$
%の範囲で誤差εGが存在する．よっ

て，事業リスクρSを観測した事業者にとって，政府の

事業リスクに対する観測値ρGについての主観的確率は，

畳み込み積分を行うことで以下のように表せる． 

fS−G ρG ρS( ) = fS τ ρS( ) f ρG −τ( )dτ
−∞

∞

∫

=

1

4 ε( )
2 −ρS + 2ε + ρG( ) ρS − 2ε < ρG < ρS( )

1

4 ε( )
2 −ρG + 2ε + ρS( ) ρS < ρG < ρS + 2ε( )

$

%

&
&
&

'

&
&
&

 (33) 
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これは，ρSを軸とする線対称な分布関数になっており，

事業者は1 2の確率で政府が自らよりも高い事業リスク

を観測していると考える．すなわち， 

Pr ρG > ρS ρS( ) = Pr ρG < ρS ρS( ) =1 2  (34) 

である． 

	
 政府が事業者の事業リスクの観測値ρSを予測する際

にも同様のことが言えるので，事業リスクρGを観測し

た政府にとって，事業者の事業リスクに対する観測値

ρSについての主観的確率は 

fG−S ρS ρG( ) = fG τ ρG( ) f ρS −τ( )dτ
−∞

∞

∫

=

1

4 ε( )
2 −ρG + 2ε + ρS( ) ρG − 2ε < ρS < ρG( )

1

4 ε( )
2 −ρS + 2ε + ρG( ) ρG < ρS < ρG + 2ε( )

!

"

#
#
#

$

#
#
#

 (35) 

と表され，次式が成立する． 

Pr ρS > ρG ρG( ) = Pr ρS < ρG ρG( ) =1 2  (36) 

	
 グローバルゲームに関する議論より，事業リスクに対

する認知誤差がないときに均衡が唯一に定まるならば，

認知誤差を考慮しても均衡は変わらない．一方で，認知

誤差を無視したとき複数均衡をとるような範囲では，認

知誤差を考慮すると，観測した私的情報に対して閾値戦

略をとることが最適反応となる．いま，複数均衡が存在

するのは式(25)が成立するという条件のもとで， 

S +G + ρ1 −
CGH −CGL

θ
≤ ρ ≤ −

S

α
+ ρ2 −

CSH −CSL

αθ
 (37) 

が成り立つときである．このとき，事業者と政府の均衡

戦略を閾値戦略として， 

σ S ρS( ) = s kS[ ]S
ρS( ) =

eSH ρS ≤ kS( )
eSL ρS ≥ kS( )

#
$
%

&%

 (38) 

σG ρG( ) = s kG[ ]G
ρG( ) =

eGH ρG ≤ kG( )
eGL ρG ≥ kG( )

#
$
%

&%

 (39) 

と表すことができる．ただし，kSとkGはそれぞれ事業

者と政府の閾値戦略における閾値である． 

	
 まず，政府の閾値戦略に対する事業者の最適反応戦略

を求める．事業者がρSを観測するときに政府がeGH を

選択する事後確率はρG ≤ kGとなる事後確率と等しく， 

fS−G ρG ρS( )dρGρS−2ε

kG∫   (40) 

と表せる．従って，ρSを観測する事業者が eSHおよび

eSLを選択する場合の期待利得は，それぞれ次式によっ

て表される． 

π S ρS, kG( )eS=eSH
= π SHH fS−G ρG ρS( )dρGρS−2ε

kG∫

+π SHL 1− fS−G ρG ρS( )dρGρS−2ε

kG∫( )
π S ρS, kG( )eS=eSL

= π SLH fS−G ρG ρS( )dρGρS−2ε

kG∫

+π SLL 1− fS−G ρG ρS( )dρGρS−2ε

kG∫( )

#

$

%
%
%
%

&

%
%
%
%

 (41) 

	
 一方，事業者の閾値戦略に対する政府の最適反応戦略

を考える．政府がρGを観測するときに事業者がeSHを

選択する事後確率はρS ≤ kSとなる事後確率と等しく， 

fG−S ρS ρG( )dρSρG−2ε

kS∫   (42) 

と表せる．従って， ρG を観測する政府が eGH および

eGH を選択する場合の期待利得はそれぞれ， 

πG ρG, kS( )eG=eGH
= πGHH fG−S ρS ρG( )dρSρG−2ε

kS∫

+πGLH 1− fG−S ρS ρG( )dρSρG−2ε

kS∫( )
πG ρG, kS( )eG=eGL

= πGHL fG−S ρS ρG( )dρSρG−2ε

kS∫

+πGLL 1− fG−S ρS ρG( )dρSρG−2ε

kS∫( )

#

$

%
%
%
%

&

%
%
%
%

 (43) 

と表される． 

	
 今，事業者と政府の均衡戦略においては 

π S kS, kG( )eS=eSH
= π S kS, kG( )eS=eSL

πG kG, kS( )eG=eGH
= πG kG, kS( )eG=eGL

!
"
#

$#

 (44) 

が成り立つので，これを満足するkSおよびkGが事業者

と政府の閾値戦略における閾値となる．ただし，上述の

ように，誤差項が十分に小さい場合にグローバルゲーム

によって導かれる均衡はリスク支配均衡になることが 

わかっているので， 

π SHH −π SLH( ) ⋅ πGHH −πGHL( )

= π SLL −π SHL( ) ⋅ πGLL −πGLH( )
 (45) 

を満足するようなρTを求めれば，  

kS = kG = ρT   (46) 

となる．ρTを求めるにあたっては，式(45)に用いる利得

関数がρの大小によってによって変化するため，以下の

(A)〜(C)の条件に分けて考える必要がある． 

(A) ρ ≤ S α + ρ1のとき 

(B) S α + ρ1 ≤ ρ ≤ S +G + ρ1のとき 

(C) S +G + ρ1 ≤ ρのとき 

各条件のもとで式(45)を解いて得られる解を，それぞれ

ρT−A，ρT−B，ρT−Cとする．ただし，いずれについても，
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それぞれ検討している(A)〜(C)の条件を満足しているか

どうかに注意を払う必要がある． 

	
 以上の結果をもとに， ρ − p平面上における均衡戦略

の組み合わせの様子を示したものが図8である．事業リ

スクに関する認知誤差を無視したときには複数均衡が存

在していた領域において，複数均衡が解消し，ρ = ρTを

境に均衡Aが実現する領域と均衡Dが実現する領域が分

かれていることがわかる． 

p

ρ

eS = eSL

eG = eGL

!
"
#

��
	��

	

�
�
�
�

eS = eSL

eG = eGH

!
"
#

eS = eSH

eG = eGH

!
"
#

ρ =
R p( )
α

+ ρHH −
CSH −CSL

αθ

ρ = R p( )+ S p( )+ ρLH −
CGH −CGL

θ

ρ =
R p( )
α

+ ρ1

ρ = R p( )+ S p( )+ ρ1

(A)�

(B)�

(C)�

 

図８	
 認知誤差を考慮する場合の均衡解の様子	
 

 

(2)	
 入札価格の決定	
 

	
 次に，事業者の入札行動を分析する．事業者 iは私的

情報として事業コストCSiを有しており，それをもとに

期待利得π Siを算定する．また，すべての事業者は，共

通情報として各事業者の事業コストに関する私的情報

CSiの確率分布を知っているものとする．入札において

は，各事業者がコンセッションフィーBSiを提示し，最

大の価格を提示した事業者が落札する． 

	
 事業者 iにとって，期待利得π Siを最大化する条件は， 

max π Si −BSi( )Pr BSi > BSj;∀j ≠ i( )  (47) 

である．目的関数に含まれる確率分布についてはすべて

の事業者に共有された情報であるため，各事業者のコン

セッションフィーBSiはその事業者が算定した期待利得

π Siのみによって決定される．すなわち， 

BSi = BSj π Sj( )   (48) 

と表すことができて，BSiは期待利得π Siに対して単調

増加関数であると仮定できる．この仮定のもとで，事業

者がN 社存在するとき，事業者iが落札できる確率は， 

Pr BSi > BSj;∀j ≠ i( ) = Pr π Si > π Sj;∀j ≠ i( )  (49) 

から求められ， 

Pr π Si > π Sj;∀j ≠ i( ) = FN−1 π Si( )   (50) 

と表すと，事業者iが期待利得を最大化する条件は， 

max π Si −BSi π Si( )( ) ⋅FN−1 π Si( )   (51) 

となる．この一階の条件は， 

d

dBSi

π Si −BSi π Si( )( ) ⋅FN−1 π Si( ){ }= 0  (52) 

d

dπ Si

FN−1 π Si( ) ⋅BSi π Si( ){ }= π Si ⋅F 'N−1 π Si( )  (53) 

FN−1 π Si( ) ⋅BSi π Si( ) = x ⋅F 'N−1 x( )dx
πS

πSi∫  (54) 

であり，右辺を部分積分により整理すると， 

FN−1 π Si( ) ⋅BSi π Si( ) = π Si ⋅FN−1 π Si( )− FN−1 x( )dx
πS

πSi∫  (55) 

が得られる．よって入札価格は， 

BSi π Si( ) = π Si −
1

FN−1 π Si( )
FN−1 x( )dx

πS

πSi∫  (56) 

となる． 

	
 ここで，確率分布FN−1 π Si( )を求める．事業者iの事業

コストに関する私的情報 CSi の確率密度関数は，

CS,CS
!
"

#
$の範囲で一様分布に従う．よって，CSiの確率

密度関数 fC CSi( )と確率分布関数FC CSi( )はそれぞれ， 

fC CSi( ) = 1

CS −CS

  (57) 

FC CSi( ) =
CSi −CS

CS −CS

  (58) 

となる．事業者 iはこの私的情報CSiをもとに事業の期

待利得π Siを算定する．式(12)〜(13)より，事業者 iの期

待利得π Siと事業コストCSiは互いに全単射であるので，

π Si =Π CSi( )に対してCSi =Π
−1 π Si( )が存在する．また， 

dπ Si

dCSi

=
dΠ CSi( )

dCSi

= −1  (59) 

より，期待利得π Siの確率密度関数 fπ π Si( )と確率分布
関数Fπ π Si( )はそれぞれ， 

fπ π Si( ) = fC Π−1 π Si( )( ) dΠ−1 π Si( )
dπ Si

=
1

CS −CS

 (60) 

Fπ π Si( ) =
π Si −π S

CS −CS

  (61) 

となる． 

	
 いま，事業者 iが落札する確率は，他者の入札価格に

ついてBSi π Si( ) > BSj π Sj( );∀j ≠ iが成り立つ，すなわち他

者の期待利得についてπ Si > π Sj;∀j ≠ iが成り立つときで
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あるので，その確率は 

Pr π Si > π Sj;∀j ≠ i( ) =
π Si −π S

CS −CS

$

%
&&

'

(
))

N−1

 (62) 

と表すことができる．式(50)，(56)，(62)より，事業者 i

の入札価格は 

BSi π Si( ) = π Si −
1

π Si −π S

CS −CS

"

#
$$

%

&
''

N−1

x −π S

CS −CS

"

#
$$

%

&
''

N−1

dx
πS

πSi∫  (63) 

BSi π Si( ) = N −1

N
π Si −π S( )+π S

 (64) 

と表される．ここでは簡単のため，π S = 0となるよう

にCSを設定すると， 

BSi π Si( ) = N −1

N
π Si

  (65) 

となる． 

	
 式(65)に対して，式(11)〜(13)から求まる期待利得π Siを

代入することで，それぞれの均衡における入札価格BSi

が決定される． 

(A) 均衡解Aが成立する場合 

均衡解Aが成立する条件は 

ρ ≤
S

α
+ ρ2 −

CSH −CSL

αθ
  (66) 

であり，このとき入札価格は 

BSi π SiHH( ) = N −1

N
S −CSH −αθ ρ − ρ2( )( )  (67) 

となる． 

(B) 均衡解Bが成立する場合 

均衡解Bが成立する条件は 

S

α
+ ρ2 −

CSH −CSL

αθ
≤ ρ ≤ S +G + ρ1 −

CGH −CGL

θ
 (68) 

であり，このとき入札価格は 

BSi π SiLH( ) = N −1

N
1−θ( )S −CSL( )  (69) 

となる． 

(C) 均衡解Cが成立する場合 

均衡解Cが成立する条件は 

S +G + ρ1 −
CGH −CGL

θ
≤ ρ   (70) 

であり，このとき入札価格は 

BSi π SiLH( ) = N −1

N
1−θ( )S −CSL( )  (71) 

となる． 

 

 

 

4.	
 考察	
 
	
 まず，公共サービスの利用料金 pが任意に設定され

たとして，事業リスクの大きさに応じて入札価格がどの

ように変化するかを見ていく．ただし，リスクに対する

認知誤差を考慮するかどうかで均衡が変化する状況を分

析したいので，式(24)が成立する範囲で pを設定した場

合を考える． 

	
 はじめに，事業者と政府の間で観測する事業リスクに

誤差がない場合を考える．政府が利用料金 pを設定し

たもとで，事業リスクρを観測した民間事業者が示す

入札価格 BS は式(66)〜(71)から求まる．この関係を
ρ −BS平面上に示したものが図9である． 

BS

ρ

eS = eSL

eG = eGL

!
"
#

eS = eSH

eG = eGH

!
"
#

��
	��

�
�
	

�
�

 

図９	
 認知誤差を考慮しない場合の入札価格	
 

	
 複数均衡となる領域では，事業者の入札行動は図のよ

うに2種類のタイプに別れる（ここでは入札に参加する

事業者が十分多く，確率的にいずれのタイプも最低1事

業者は存在するものとする）．政府が高い投資水準を選

択すると予想した事業者は高い投資水準に設定して入札

を行うのに対し，政府が低い投資水準を選択すると予想

した事業者は低い投資水準に設定して入札をする．この

場合，コンセッション契約を想定しているので，より高

い入札価格を提示した事業者が落札することになるので，

複数均衡となる領域では常に高い投資水準による入札が

期待できる． 

	
 次に，事業者と政府の間でリスクに間する情報に誤差

が存在する場合を考える．同様に，観測した事業リスク

に対して民間事業者示す入札価格を，ρ −BS平面上に示

した（図10）． 

	
 図10より，認知誤差を無視したときには複数均衡が生

じていた領域について，複数均衡が解消され，ρ = ρTを

境として均衡Aが実現する領域と均衡Dが実現する領域

に分かれていることがわかる．よって，リスク値に関す

る不確実性を考慮する合理的な民間事業者の入札行動は，

ρ ≤ ρTのときには高い投資水準を選択し，ρ ≥ ρTのとき

には低い投資水準を選択するというものである． 
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 図１０	
 認知誤差を考慮する場合の入札価格	
 

	
 以上の議論を踏まえ，ここでは実際の事業入札の流れ

に沿ってシミュレーションを行っていく．まず入札前の

段階で，政府が事前調査を実施して事業リスクρGを観

測し，それをもとに公共サービスの利用料金を設定する．

この際，政府は高い投資水準による均衡が実現するよう

な範囲で最低の利用料金を設定することが想定される． 

	
 いま，図11のような状況を考える．政府が事業リスク

に関する認知誤差を考慮しない場合，図9で示したよう

に複数均衡が成立すれば高い投資水準を選択する事業者

が存在すると予想するため，利用料金を pGに設定する．

しかしながら図10から，事業者が合理的で認知誤差を考

慮した上で入札行動を決定する場合には，実際には 
ρ, p( ) = ρG, pG( )では高い投資水準を選択する事業者が
存在しないことがわかる．したがって，合理的な民間事

業者によって高い投資水準が選ばれるためには，政府は

観測したリスク値のもつ不確実性を考慮して，利用料金

を !pGまで引き上げる必要がある．また，利用料金をど

のように設定しても低い投資水準による均衡が実現する

ような範囲では，事業破綻の可能性が大きく事業を見直

す必要があるが，そうした範囲も大きくなっている． 

p

ρ
��
	��

	

�
�
�
�

ρG

pG

!pG

 

	
 図１１	
 政府による利用料金の設定	
 

4.	
 結論	
 
 

	
 本研究では，PPP事業の入札をゲーム理論によってモ

デル化し，事業者と政府が観測する事業リスクに不確実

性を考慮するかどうかによって，民間事業者の入札行動

がどのように変化するかを分析してきた．その概要は以

下にまとめるとおりである． 

・	
 PPPを用いたコンセッション事業において，政府と

民間事業者がそれぞれの投資水準を決定するメカニ

ズムを，戦略系ゲームとしてモデル化した． 

・	
 グローバルゲームの概念を用いることで，事業リス

ク関する認知誤差が存在するかどうかによってゲー

ムの均衡が変化することを示した． 

・	
 入札理論を用いて各均衡における民間事業者の入札

行動を分析し，事業者が観測するリスク値に関する

不確実性を考慮するかどうかでその入札行動が変化

することを示した． 

・	
 事業入札において，政府が事業リスクを観測してか

ら利用料金を設定するまでの流れをシミュレーショ

ンし，不確実性に関する政府の認識が不十分である

と，低い投資水準を選択する民間事業者が事業を落

札する可能性があることを示した． 
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補遺	
 

 

グローバルゲームの証明	
 

	
 本文で扱った表１のゲームについて，情報不完備の場

合には0 ≤ ρ ≤ 4の範囲において閾値戦略を用いること

が最適反応戦略となることを以下で証明する． 

	
 まず，プレイヤーiがρiを観測したとき，誤差項εiが

−ε,ε"
#

$
%の範囲で一様分布することから，実際のファンダ

メンタルρの事後的な確率密度関数は区間 ρi −ε,ρi +ε"
#

$
%

の範囲で一様分布に従い， 

f ρ ρi( ) = 1

2ε   (A1) 

と表される．さらに，プレイヤー jの観測値ρ jについ

てもρからの誤差の分布がわかっているので，ρiを観

測したプレイヤー iが予測するプレイヤー jの観測値ρ j

の事後的な確率密度関数は， 

f ρ j ρi( ) = f τ ρi( ) f ρ j −τ( )dτ
ρi−ε

ρ j+ε∫

=

=
1

4 ε( )
2 −ρi + 2ε + ρ j( ) ρi − 2ε < ρ j < ρi( )

=
1

4 ε( )
2 −ρ j + 2ε + ρi( ) ρi < ρ j < ρi + 2ε( )

#

$

%
%%

&

%
%
%

 (A2) 

の三角分布に従う．これはρiを軸に線対称となってい

るが，このことはプレイヤー iが，プレイヤー jが自分

より高い（低い）ファンダメンタルを観測している確率

が1 2であると推測することを意味する． 

	
 今，プレイヤー jが閾値戦略 s kj
!" #$ j

を採用すると仮定

すると，私的情報ρiを観測したプレイヤーiは，プレイ

ヤー jが戦略Bを選択する確率を 

Pr s kj
!" #$ j

= B ρi( ) = f ρ j ρi( )dρ jρi−ε

kj∫  (A3) 

と予測する．よって，プレイヤー iが戦略X，Yを選択

するときの期待利得π i
X ρi, kj( )およびπ i

Y ρi, kj( )はそれ
ぞれ， 

π i
X ρi, kj( ) = ρi   (A4) 

π i
Y ρi, kj( ) = 4 f ρ j ρi( )dρ jρi−ε

kj∫  (A5) 

となる．なお，π i
X ρi, kj( )はρiについて単調増加，kjに

ついては一定であり，π i
Y ρi, kj( )はρ jについて単調減少，

kjについては単調増加である． 

	
 今，ρi = kjの場合を考えると，ρ j ≤ ρiとなる事後確

率が1 2であることから， 

π i
X k j, kj( ) = kj

 π i
Y k j, kj( ) = 2  (A6) 

となる．よって，π i
X k j, kj( )はkjについて単調に増加し，

またπ i
Y k j, kj( )は一定なので，π i

X k j, kj( ) = π i
Y k j, kj( )と

なるようなkiが唯一存在し，それはkj = 2である． 

	
 ところで，プレイヤー iはπ i
X ρi, kj( ) ≥ π i

Y ρi, kj( )なら
ば戦略Xを選択し，π i

X ρi, kj( ) ≤ π i
Y ρi, kj( )ならば戦略Y

を選ぶ．一方kjを固定すると，π i
X ρi, kj( )はρiについて

単調に増加し，π i
Y ρi, kj( )はρ jについて単調に減少する

ので，π i
X b kj( ), kj( ) = π i

Y b kj( ), kj( )となるようなb kj( )
が一意に定まり，ρi ≤ b kj( )でπ i

X ρi, kj( ) ≤ π i
Y ρi, kj( )，

ρi ≥ b kj( )でπ i
X ρi, kj( ) ≥ π i

Y ρi, kj( )となる．したがって，
プレイヤー iの s kj

!" #$ j
に対する最適反応戦略は s b kj( )!" #$i

となることがわかる． 

	
 ここで， kj = b kj( )のときは s kj
!" #$i

と s kj
!" #$ j

は互いに

最適反応戦略であり，ゲームの均衡解となる．また，こ

のときπ i
X k j, kj( ) = π i

Y k j, kj( )が成り立ち，この方程式が
唯一の解ki = 2を持つことは上述のとおりである． 

	
 次に，この均衡が一意であることを示す．まず，以下

の数列bn k( )を定義する． 

bn k( ) =
k n = 0( )

b bn−1 k( )( ) n ≥1( )

#

$
%

&
%

  (A7) 

関数b kj( )は，閾値戦略 s kj
!" #$ j

を採用するプレイヤー j

に対してプレイヤーiが採用する最適反応戦略の閾値で

ある．よって数列bn k( )はある閾値を暫定値として，そ
の閾値による閾値戦略に対する最適反応戦略としての閾

値戦略を求め，その閾値によって暫定値を更新するよう

なアルゴリズムを表している．これは，プレイヤー同士

が互いに戦略を読み合う行為に対応する． 

	
 k > 2の場合，π i
X k, k( )はkについて単調に増加し，

π i
Y k, k( )は常に一定なので， 

π i
X k, k( )−π i

Y k, k( ) > π i
X 2, 2( )−π i

Y 2, 2( ) = 0  (A8) 

となる．また，π i
X ρi, k( )−π i

Y ρi, k( )のρiに対する単調

増加性から， π i
X b k( ), k( )−π i

Y b k( ), k( ) = 0を満足する
b k( )はb k( ) < kである．また， 

π i
X 2, k( )−π i

Y 2, k( ) < π i
X 2, 2( )−π i

Y 2, 2( ) = 0  (A9) 

であることから，同様にして2 < b k( )が導かれる．以上
より，2 < b k( ) < kが成立する． 

	
 k < 2の場合も同じように考えて，k < b k( ) < 2が導か

れる．以上から，数列bn k( )は0 < k < 4に対して2に収

束することがわかるので， 

σ1 ρ1( ),σ 2 ρ2( )( ) = s 2[ ]1 ρ1( ), s 2[ ]2
ρ2( )( )            (A10) 

がこの情報不完備ゲームの唯一の閾値となる． 
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